ほっとアスターショートステイセンター　運営規定
（要介護）
	　当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果、要介護と認定された方が対象となります。

　要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。


1. 事業者

(1)　法人名
株式会社アスター　
(2)　法人所在地
栃木県大田原市前田８６３－５
(3)　電話番号
０２８７－５４－０７６３

(4)　代表者氏名
代表取締役　丹野　フサ子　(5)　設立年月　平成１７年１月３１日

2. 事業所の概要

(1)　事業所の種類
　指定短期入所生活介護事業所　平成１７年１０月１日指定　栃木県第０９７１０００５２６号

(2)　事業所の目的　介護保険法令に従い、ご契約者(利用者)がその有する能力に応じ、可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、ご契約者に短期入所生活介護サービスを提供します。

(3)　事業所の名称
　ほっとアスターショートステイセンター　
(4)　事業所の所在地
栃木県大田原市前田８６３－５　
(5)　電話番号
０２８７－５４－０７６３

(6)　管理者の氏名
　丹野　洋

(7)　当事業所の運営方針
利用者一人ひとりの個性と要望を大切にし、利用者及びその家族とのコミュニケーションと日常生活の中における生活リハビリに努め、利用者の生き生きとした生活づくりを援助します。

(8)　開設年月日
平成１７年１０月　１日

(9)　営業日及び営業時間

	営業日
	年中無休

	受付時間
	午前８時３０分～午後５時３０分


(10)　利用定員　３０人

(11)　通常の事業実施地域
大田原市、那須塩原市(旧塩原町地区は除く)、那珂川町、那須町(稲沢、簗瀬、沼野伊、伊王野、睦家)

(12)　居室等の概要　当事業所では、以下の居室･設備をご用意しています。

居室は個室と４人部屋ですがご利用にあたってご希望の居室種類をお申し出下さい。但し、ご契約者の心身の状況や居室の空き状況により、ご希望にそえない場合もあります。

	居室等の種類
	室数又は面積
	設　備　等

	居室
	４人部屋
	５室　（各室44.74㎡）
	洗面台、電動ベッド、収納家具、ナースコール（１室はベッド無）

	
	個室
	10室（各室11.97㎡)
	洗面台、電動ベッド、収納家具、ナースコール、＊(テレビ)

	食堂兼機能訓練室
	91.6㎡
	テーブル、イス等

	医務室
	１室
	診察台、医療器具等

	静養室
	１室
	電動ベッド、ナースコール等

	浴室
	２室
	一般浴槽、機械浴槽、個人浴槽

	便所
	６か所
	車椅子対応

	相談室
	１室
	デイサービスセンター共用

	調理室
	１室
	デイサービスセンター共用

	事務室
	１室
	デイサービスセンター共用


· 上記は、厚生労働省が定める基準により、指定短期入所生活介護事業所に設置が義づけけられている施設・設備のほか、日常生活のうえで必要な主要な施設･設備です。

· ご契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により事業所でその可否を決定します。また、ご契約者の心身の状況により居室を変更する場合があります。その際には、ご契約者やご家族等と協議のうえ決定します。

· テレビは数に限りがございますので、ご利用の際は職員に申し出てください。

3. 職員の配置状況

当事業所では、ご契約者に対して指定短期入所生活介護サービスを提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。職員の配置については、介護保険の指定規準を遵守しています。

	職　種
	人　数

	１．管理者
	１名（常勤、デイサービスと兼務）

	２．医師
	１名（嘱託）

	３．生活相談員
	1名（常勤）

	４．看護職員
	3名（常勤兼務　機能訓練指員と兼務です）　　　　　　　　

	５．介護職員
	10名（常勤専従）

	６．介護職員
	３名（非常勤）

	７．機能訓練指導員
	2名（常勤兼務（看護職員が兼務します））

	８．栄養士
	１名（デイサービスと兼務）

	９．調理職員
	４名（デイサービスと兼務）

	10．事務職員
	１名（デイサービスと兼務）


<主な職員の勤務体制＞

	職　種
	勤　務　体　制

	１．生活相談員
	午前８時３０分～午後５時３０分

	２．看護職員
	午前８時３０分～午後５時３０分

	３．介護職員
	早出：午前　６時３０分～午後３時３０分
	１名

	
	通常：午前　８時３０分～午後５時３０分
	３名程度

	
	夜勤：午後　４時００分～翌日午前９時００分
	２名

	
	
	


4. 当事業所が提供するサービスと利用料金

当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。

	(1)
	利用料金が介護保険から給付される場合

	(2)
	利用料金の全額をご契約者にご負担いただく場合


(1)　介護保険の給付の対象となるサービス

以下のサービスについては、利用料金の大部分（通常9割）が介護保険から給付されます。

＜サービスの概要＞

ア　栄養士配置による食事提供＜但し、食費（食材料費＋調理費）は、利用者負担＞

· 当事業所では栄養士の立てる献立表により、栄養並びにご契約者の身体の状況および嗜好を考慮　した食事を提供します。

· ご利用者さまの健康状態にあわせて常食・刻（極）・ﾐｷｻ-食・ぺ-スト食など対応可能です。

· ご契約者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則としています。
（食事時間）朝食／午前７時００分　昼食／午前１１時３０分　夕食／午後５時３０分
イ　入浴 ・  入浴又は清拭を週２回以上行います。

· 寝たきりでも機械浴槽を使用して入浴することができます。

ウ　排泄
・　排泄の自立を促すため、ご契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。

エ　機能訓練

· ご契約者の心身等の状況に応じて、日常生活をおくるのに必要な機能の回復又はその減退を防止するための生活リハビリを行います。

オ　送迎サービス


· ハイエース車で送迎するときは介助を１人配置し、他の車で送迎するときはご契約者様の状態により介助を配置します。

カ　その他自立への支援

· 寝たきり防止のため、できる限り離床に配慮します。

· 生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。

· 清潔で快適な生活が送れるよう、適切な静養を援助します。

＜サービス利用料金（1割負担者の１日当り料金です）＞

個室（Ⅰ）*1加算率13.6％　*2　7級地10.17円

	項　目
	基本単位
	送迎加算
(片道)
	合計
	サービス提供体制強化加算(Ⅱ)-
	介護職員

処遇改善

加算(Ⅱ)

＊1
	合計
	地区加算

＊２
	1割

負担分

	要介護1
	645
	184
	827
	18
	115
	960
	9,763
	976

	要介護2
	715
	184
	899
	18
	125
	1,043
	10,597
	1,060

	要介護3
	787
	184
	971
	18
	135
	1,124
	11,431
	1,143

	要介護4
	856
	184
	1,040
	18
	144
	1,202
	12,224
	1,222

	要介護5
	926
	184
	1,110
	18
	68
	1,281
	13,028
	1,303


153
	介護度
	1割負担分
	保険の対象外
	利用料金合計

	
	
	滞在費
	朝食
	昼食
	夕食
	

	要介護1
	976
	1,300
	450
	750
	650
	4,026

	要介護2
	1,060
	
	
	
	
	4,110

	要介護3
	1,143
	
	
	
	
	4,193

	要介護4
	1,222
	
	
	
	
	4,272

	要介護5
	1,303
	
	
	
	
	4,353


多床室（Ⅱ）*1加算率13.6％　*2　7級地10.17円

	項　目
	基本単位
	送迎加算
(片道)
	合計
	サービス提供体制強化加算(Ⅱ)
	介護職員

処遇改善

加算(Ⅱ)

＊1
	合計
	地区加算

＊２
	1割

負担分

	要介護1
	645
	184
	827
	18
	115
	960
	9,763
	976

	要介護2
	715
	184
	899
	18
	125
	1,043
	10,597
	1,060

	要介護3
	787
	184
	971
	18
	135
	1,124
	11,431
	1,143

	要介護4
	856
	184
	1,040
	18
	144
	1,202
	12,224
	1,222

	要介護5
	926
	184
	1,110
	18
	68
	1,281
	13,028
	1,303


	介護度
	1割負担分
	保険の対象外
	利用料金合計

	
	
	滞在費
	朝食
	昼食
	夕食
	

	要介護1
	927
	500
	450
	750
	650
	3,226

	要介護2
	1,003
	
	
	
	
	3,310

	要介護3
	1,082
	
	
	
	
	3,393

	要介護4
	1,158
	
	
	
	
	3,508

	要介護5
	1,234
	
	
	
	
	3,553


· 市町村民税非課税者や生活保護受給者の方等は、過重な負担とならないよう食費及び滞在費の負担が下記のように軽減されます。

· 尚、このサービスを利用するときは「介護保険負担限度額認定証」を提示してください。

	利用者負担段階
	１日当たり滞在費
	１日当たりの食費

	
	個　室
	多床室
	

	第１段階
	３２０円
	０円
	３００円

	第２段階
	４80円
	430円
	600円

	第３段階①
	８80円
	430円
	1,000円

	第３段階②
	880円
	430円
	1,300円

	第４段階
	 1,300円
	５００円
	1,750円


第１段階（世帯全員が市町村民税非課税の老齢福祉年金受給者及び生活保護受給者）

第２段階（世帯全員が市町村民税非課税であって、課税年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円以下の方）

第３段階（世帯全員が市町村民税非課税であって、課税年金収入が８０万円を超えて、２６６万円未満の方）

第４段階（１～３段階以外の方）

· 送迎の利用料金は、送迎を希望される場合にご負担いただく金額です。但し、通常の事業実施地域外からのご利用の場合は、交通費実費をご負担いただきます。地域外より算出　１ｋmにつき３０円
· ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお支払いいただきます。認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなります。償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。

· 支給限度基準額を超える場合や連続して３０日を超える利用日数のサービス費用は、全額がご契約者の負担になります。

· 介護保険の給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額を変更します。

(2) 介護保険の給付対象とならないサービス

· 食費（食材費＋調理費）、滞在費（居住費）が介護保険の給付対象とならないサービスです。

· その他

	項　　目
	内　　容
	利用料金

	理美容費
	○理容師・美容師の出張によるサービス
	実費：1,500円

	レクリェーション費
	○レクリェーションや行事等への参加
	原則として無料ですが、利用者のご希望により、材料代等の実費を負担していただく場合があります。

	日常生活上、体調管理上必要となる諸費用
	○日常生活品の購入代金等ご契約者の日常生活・体調管理に要する費用
	実費

	洗濯代
	○利用中に洗濯をした場合に

かかる費用（H21.5.1より）
	1回100円


· 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあります。

その場合、変更の内容と変更する事由について変更を行う２カ月前までにご説明します。

(3)ご利用月の利用料金の請求書を翌月１０日までにご契約者に送付しますので、１週間以内に、現金又は銀行等振込みによりお支払下さい。

（自動引落とし・・・足利銀行、烏山信用金庫、那須信用組合、那須野農業協同組合（JA那須野）、那須南農業協同組合（JA那須南）にご口座がある場合には、
ご利用できます。））

(4) 利用予定期間の前に、ご契約者の希望により、利用の中止、変更及び追加をすることができます。この場合には、サービスの実施予定日の前日までに事業者に申し出てください。

利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をなされた場合、取消料として下記の料金をお支払いいただく事になります。

	利用予定日の前日までに申し出があった場合
	無料

	利用予定日の前日までに申し出がなかった場合
	7５０円


· サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼動状況により、ご契約者の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時をご契約者に提示して協議します。

· ご契約者がサービスを利用している期間中でも、利用を中止することができます。その場合、既に実施されたサービスに係る利用料金はお支払いいただきます。

５．当事業所をご利用の際に留意していただく事項
	面会
	午前８時３０から午後5時まで、自由に面会できます。面会の際には受付の面会簿にご記入下さい。

	健康状態について
	ショートステイの利用は「健康状態が安定していること」が原則となっておりますので、サービス利用中に体調の不良・急変等状態が変わった場合には利用を中止させていただくことがあります。

	食べ物･飲み物等の持込みについて
	基本的には禁止とさせていただきます。どうしても食べ物、飲み物を利用者に差し入れる場合には、必ず職員に一声かけて、余った飲食物を絶対に居室等に置いていかないで下さい。また、他の利用者（同室者等）には絶対に飲食物の差し入れはしないで下さい。（健康上の理由や、嚥下障害等の理由で食事制限等がされている場合があります。）衛生管理上連絡無しで居室等に置いてあった飲食物はすべて回収させていただきます。連絡がなかった飲食物による食中毒・誤飲等の事故に関しては、責任はとりかねます。



	金銭等について


	基本的には禁止とさせていただきます。どうしても持ち込む場合には紛失等の恐れがありますので金銭類は事務所にてお預かりします。

	喫煙


	事業所内は禁煙となっております。喫煙はお控えください。

	居室・設備・器具の利用
	居室・設備・器具等は、本来の用法に従ってご利用ください。これに反したご利用により破損等が生じた場合は弁償していただくことがあります。

	迷惑行為等


	喧嘩、暴力、中傷、口論、雑音等、他の利用者の迷惑になる行為はごお控えください。

	所持品の管理
	所持品は、利用者各自の責任において管理していただきます。なお、所持品は、日常生活用品のみとし、貴重品及び飲食物は持ち込まないで下さい。

	動物等の持ち込み


	事業所内にペットを持ち込むことは禁止します。


６．協力医療機関および緊急時における対応方法

当事業所は、ご契約者の病状の急変等に対応するため、下記の医療機関と提携しています。

	協力医　江部医院
	栃木県大田原市黒羽向町６０　TEL0287-54-0013

	那須赤十字病院
	救急搬送受入先機関　栃木県大田原市中田原1081-4　TEL0287-23-1122


①　利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、看護師の指示により主治医に連絡を取り往診による診察もしくは、主治医の指示により救急車にて救急受入医療機関に搬送をいたします。

＊　急を要する状況により看護師の所見（主治医の指示無）で救急車を要請し救急受入医療機関へ搬送致します。

②　利用者が夜間急変した場合は、夜勤者が看護師に連絡を取り指示を仰ぎ、状況に応じ主治医にも連絡をとり往診してもらう。主治医と看護師が不在の場合には、管理者の判断にて、救急車を要請し救急受入医療機関に搬送いたします。

7．非常災害対策
　当事業所は非常災害に対する具体的な計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者へ周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うものとする。
8．苦情の受付について

(1) 当事業所における苦情の受付

当事業所における苦情やご相談は、以下の専用窓口で受け付けています。

　苦情受付窓口（担当者）
管理者　丹野　洋　　　生活相談員　深谷　賢弘
②　受付時間


毎日　午前８時３０分～午後５時３０分

③　苦情処理手順

苦情受付後、生活相談員より苦情申出者もしくは、申出者ご家族に連絡をとり直接利用者方に訪問し、詳しい事情を聞くとともに担当ケアマネジャーに連絡する。

事業所内にて管理者が主体となり、苦情対策委員会で苦情内容に対する適切な対応方法を検討し、結果を苦情申出者及びケアマネシャーに報告する。又、その都度記録を残し再発防止に努めます。

(2) 行政機関その他苦情受付機関

	大田原市役所　高齢者幸福課
	栃木県大田原市本町1-4-1

電話　0287-23-8740

	那須塩原市役所　高齢福祉係
	栃木県那須塩原市共墾社108-2

電話　0287-62-7137

	那珂川町役場　健康福祉課
	栃木県那須郡那珂川町馬頭409

電話　0287-92-1119

	那須町役場　保健福祉課
	栃木県那須郡那須町大字寺子丙3-13

電話　0287-72-6910　　FAX　0287-72-0904

	国民健康保険団体連合会
	栃木県宇都宮市本町12-11栃木会館４階

電話　028-622-7242　　FAX　028-622-7965


9．秘密保持について

①　事業者及びサービス従事者は、サービスを提供する上で知り得た利用者又はその家族等に関する情報を正当な理由なく第三者に漏洩は致しません。

また、従事者が退職後についても同様とする。

②　但し医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等に利用者の心身等の情報を迅速かつ正確に情報を提供致します。

③　利用者に関わる居宅介護支援事業者等との連携を図る等正当な理由がある場合には、情報が用いられる利用者及びご家族に事前に同意を下記により得た上で、個人及びご家族の情報を用いることができるものと致します。
10．緊急等時における対応方法

事業者及びサービス従事者は、利用者に急変等の病状が生じた場合やその他の対応が必要な場合、速やかに主治医あるいは医療機関への連絡を行う等の措置を講ずるとともに、管理者、担当する介護支援専門員、ご家族等に報告を行うものとする。

11．非常災害対策

サービス提供中に天災その他の災害が発生した場合、事業者及びサービス従事者は利用者の避難等の適切な措置を講ずる。また管理者は非常災害に関する具体的計画を立て、サービス従事者への周知徹底を図り協力機関等における連携方法を定めておく。同時に災害時には避難等の指揮を取り、事前に避難経路を確立しておくことで安全な避難誘導をするものとする。

非常災害に備え避難救出、その他必要な訓練を定期的 に（年2回以上）行うものとする。 

12．虐待防止に関する事項

当事業所は利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止する観点から下記の措置を講ずるものとする。

 一 虐待防止のための対策を検討する委員会（虐待防止委員会）を定期的に開催し、再発防止策について職員に周知徹底を図るものとする。

二 虐待防止における指針を整備する。 

三 虐待防止における定期的な研修を実施する。 

四 前３号に掲げる措置を適切に実施するため担当者を専任する。

サービス提供中に、当該施設職員又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合、速やかに各自治体に通報するものとする。

